
　労働者派遣事業（法人）　＜新規許可＞　

提出様式
① 労働者派遣事業許可申請書（様式第１号） 原本１部 コピー２部

労働者派遣事業計画書（様式第３号）
　※複数事業所を同時に申請する場合、事業所ごとに作成

キャリア形成支援制度に関する計画書（様式第３号－２）
　※複数事業所を同時に申請する場合、事業所ごとに作成

添付書類・確認資料
添付書類

定款または寄付行為
　※「労働者派遣事業」を実施する旨の記載が必要

　※定款の条項が変更されているが定款を書換えていない場合は、当該変更に係る株主総会の議事録を添付

登記簿謄本（履歴事項全部証明書）
　※大阪労働局が登記情報連携システムを利用することにより登記事項証明書を入手できる場合は、添付省略可

役員の住民票　　　※個人番号（マイナンバー）の記載がないもの
　※本籍地の記載のあるもの
　※中長期在留者にあっては、住民票の写し（国籍及び在留資格の記載があるもの）
　※特別永住者にあっては、住民票の写し（国籍及び特別永住者である旨の記載があるもの）
　※法人の「役員」とは、次に掲げる役職を言います
　　・株式会社　　　　　　：代表取締役、取締役、監査役（監査役設置会社の場合）、会計参与（会計参与
　　　　　　　　　　　　　　設置会社の場合）、執行役（委員会設置会社の場合）
　　・有限会社　　　　　　：代表取締役、取締役、監査役（監査役を置いた場合）
　　・合名会社及び合同会社：総社員（定款をもって業務を執行する社員を定めた場合は当該社員）
　　・合資会社　　　　　　：総無限責任社員（定款をもって業務を執行する無限責任社員を定めた場合は当
　　　　　　　　　　　　　　該無限責任社員）
　　・財団法人及び社団法人：代表理事、理事、監事

役員の履歴書            ※記載例参照
　※役員とは、上記③に記載された役職を言います
　※写真は不要
　※「氏名」、「生年月日」、「現住所」、「最終学歴」、「職歴」、「賞罰の有無」を記載
　※「職歴」は入社・退社の年月、役員の就任・退任の年月、雇用管理歴を明記し、空白期間のないように
　　  （求職活動、法人設立準備等、詳細に記入）

派遣元責任者の住民票　　　※個人番号（マイナンバー）の記載がないもの
　※本籍地の記載のあるもの
　※中長期在留者にあっては、住民票の写し（国籍及び在留資格の記載があるもの）
　※特別永住者にあっては、住民票の写し（国籍及び特別永住者である旨の記載があるもの）
　※役員が兼務する場合は不要

派遣元責任者の履歴書
　※役員が兼務する場合は不要。記載方法は役員の履歴書と同様

派遣元責任者講習の受講証明書
　※許可申請日前３年以内に受講したもの

最近の事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書 － コピー２部

　※会社設立後最初の決算期を終了していない法人の場合は会社成立時の貸借対照表のみ

最近の事業年度における法人税の納税申告書（別表１及び別表４）
　※別表１に税務署の受付印のあるもの
　（電子申告の場合、国税電子申告・納税システムから受信した「受け付けた内容」が確認できるもの）
　※会社設立後最初の決算期を終了していない法人の場合は不要

最近の事業年度における法人税の納税証明書（その２所得金額用）
　※会社設立後最初の決算期を終了していない法人の場合は不要

事業所施設に関する書類
　・申請者の所有に係る場合：建物の登記事項証明書（※）
　　※大阪労働局が登記情報連携システムを利用することにより登記事項証明書を入手できる場合は、添付省略可
　・他人の所有に係る場合　：建物の賃貸借契約書 － コピー２部
　　（転貸借の場合：原契約書、転貸借契約書および原契約における貸主による転貸借の承諾書） － (コピー２部)

⑫ 個人情報適正管理規程　　※様式例参照 － コピー２部

⑬ 自己チェックシート（様式第15号） 原本１部 コピー１部

就業規則又は労働契約のａ～ｃの該当箇所（写し）
　ａ．教育訓練の受講時間を労働時間として扱い、相当する賃金を支払うことを原則とする取扱いを規定した部分
　ｂ．無期雇用派遣労働者を労働者派遣契約の終了のみを理由として解雇しないことを証する書類。また有期雇用
　　　派遣労働者についても、労働者派遣契約終了時に労働契約が存続している派遣労働者については、労働者派
　　　遣契約の終了のみを理由として解雇しないことを証する書類。
　　　労働者派遣契約の終了に関する事項、変更に関する事項及び解雇に関する事項について規定した部分
　ｃ．無期雇用派遣労働者又は有期雇用派遣労働者であるが労働雇用契約期間内に労働者派遣契約が終了した者に
　　　ついて、次の派遣先を見つけられない等、使用者の責に帰すべき事由により休業させた場合には、労働基準
　　　法第26条に基づく手当を支払うことを規定した部分

⑮ 就業規則（労働基準監督署の受理印があるページの写し） － コピー２部

⑯
派遣労働者のキャリア形成を念頭においた派遣先の提供のための事務手引、マニュアル等又はそ
の概要の該当箇所の写し　　※記載例参照

－ コピー２部

⑰ キャリアアップに資する教育訓練（整理用シート） 原本１部 コピー２部

⑱ 企業パンフレット等事業内容が確認できるもの － コピー２部

確認書類

事業所のレイアウト図
※「派遣元責任者の席」「派遣元責任者の職務代行者の席」「面接・教育訓練の実施場所」「個人情報保管庫」

　「事業所名表示場所」をレイアウト図内に記載してください。

※複数の事業所を同時に申請する場合、⑤～⑦、⑪～⑰、⑲は事業所ごとに用意してください。

※上記書類の内容によっては、補足資料の提出をお願いする場合があります。

手数料等
① 収入印紙　　１２０,０００円＋５５,０００円×（労働者派遣を行う事業所の数－１）

② 登録免許税　９０,０００円を納付した領収証書（原本）　※納付書については大阪労働局需給調整事業部にて配布しております

大阪労働局で実施している労働者派遣事業を始めようと考えている方への説明会（対面式）
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/yuryou_muryou_shokugyou/tetsuzuki/setumeikai.html

労働者派遣事業～新規で許可申請をされる方に～（大阪労働局YouTubeチャンネル）
https://youtu.be/_2AdPMaX4Ks?si=oin4aIZlsvSMfzr8
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⑧

https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/yuryou_muryou_shokugyou/tetsuzuki/setumeikai.html
https://youtu.be/_2AdPMaX4Ks?si=oin4aIZlsvSMfzr8
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/content/contents/haken20210119001.xlsx
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/content/contents/10-202104281730.xls
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/content/contents/haken20210119003.xlsx
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/content/contents/haken202101190027.xlsx
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/content/contents/001735852.docx
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/content/contents/001474110.pdf
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/var/rev0/0110/5281/7.docx
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/content/contents/001735846.xlsx

